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令和 ７年 ３月１５日 

株式会社日本政策金融公庫  御中 

住 所 東京都千代田区大手町○-△-× 

商号又は名称 株式会社 JFC観光 

代 表 者 名 公庫 一郎 

事業計画書（観光産業等生産性向上資金用） 

１ 計画の内容 

観光産業に関する 

現在の事業内容（注１） 
観光バス事業 

生産性向上に向けた 

取組内容 

○○県△△市内にある□□営業所において、ＧＰＳを活用した運行管理シ

ステムを搭載し、定期観光コースの最適化と稼働率の向上により売上増加

を図る。 

生産性向上を示す指標 現 状（千円） 
取組完了後の目標付加価値額（千円） 

（計画期間（注２ ）） 

付加価値額 252,000 
293,000 

（令和７年 4月～令和 10年 3月） 

設 備 投 資 計 画 等 資 金 調 達 

システム開発    20,000千円 

ホームページ改修等   5,000千円 

公庫 10,000千円 

民間金融機関 10,000千円 

自己資金 5,000千円 

その他（       ） 千円 

（注１）事業概要を記載した会社パンフ等を添付すれば、記載は不要です。 

（注２）計画期間は、３年間を目安としてください。 

２ 付加価値の目標 

（単位：千円） 

 直近期 取組完了後 

付加価値額（①＋②＋③） 252,000 293,000 

売上高 824,000 950,000 

 
売上原価 494,000 570,000 

一般管理費 288,000 322,000 

営業利益         ① 42,000 58,000 

人件費          ② 180,000 200,000 

減価償却費（注）     ③ 30,000 35,000 

（注）減価償却費には、リース費用を算入します。 

※ 表面の項番１・２は事業者様がご記入ください。 

※ 認定経営革新等支援機関（以下「認定支援機関」といいます。）の支援を受けて本計画を策定し、「過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」に定める過疎地域内で本計画を実施する場合のみ、裏面

の項番３～５を認定支援機関様がご記入ください。 

（７．３） 
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３ 認定支援機関が実施した支援内容 

支援時期 支援内容 

令和７年３月 例 事業計画書の作成支援 

GPS データを活用した運行管理システム導入の目的を明確にし、短期的及び長

期的な目標設定の考え方についてアドバイスを実施。売上の具体的な増加率や稼

働率の目標を数値化するなど、具体的な方策を記載した事業計画書の作成を支

援。 

４ 認定支援機関の本計画に関する評価・所見等 

季節やイベントに応じた観光コースを調整できるなど、運行管理システム導入による効果は見込ま

れることから、本計画の実現可能性は高いものと思われる。 

５ 認定支援機関連絡先 

電話番号 XX-XXXX-XXXX 

 

 

住所   東京都千代田区大手町○-△-× 

       JFC国民コンサルティング株式会社               国民三郎 

機関名                             （担当者名）      

 


